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２）やむを得ない事由により、上記１）の交
付方法による入手ができない入札参加希望
者に対しては、記録媒体（ＣＤ`Ｒ等）を
上記\担当部局に持参又は郵送（書留郵便
等の配達の記録が残るものに限る。）するこ
とにより電子データを交付するので、上記
\担当部局にその旨連絡すること。持参に
よる場合は、上記\担当部局に記録媒体（未
使用のもの）を持参すること。郵送による
場合は、上記\担当部局に記録媒体（未使
用のもの）、返信用の封筒（切手を貼付）、
入札参加希望者の連絡先が分かるものを同
封すること。受付期間は、平成26年７月29

日から平成26年10月10日までの閉庁日を除
く、午前９時00分から午後５時00分までと
する。

^ 参加表明書の受領期限並びに提出場所及び
方法 電子入札システムにより提出するこ
と。但し、発注者の承諾を得た場合は、持参
又は郵送（書留郵便に限る。提出期限内必着。）
すること。
１）電子入札システムによる受付期限 平成
26年８月20日までの閉庁日を除く、午前９
時00分から午後５時00分まで。
２）持参による受付期限及び受付場所 平成
26年８月20日までの閉庁日を除く、午前９
時00分から午後５時00分まで。受付場所は
\に同じ。
３）郵送による受付期間及び受付場所 平成
26年８月20日までの閉庁日を除く、午前９
時00分から午後５時00分まで。受付場所は
\に同じ。（郵送宛先は、四国地方整備局総
務部契約課とする。）

_ 技術提案書の受領期限並びに提出場所及び
方法 電子入札システムにより提出するこ
と。但し、発注者の承諾を得た場合は、持参
又は郵送（書留郵便に限る。提出期限内必着。）
すること。
１）電子入札システムによる受付期限 平成
26年10月14日までの閉庁日を除く、午前９
時00分から午後５時00分まで。
２）持参による受付期限及び受付場所 平成
26年10月14日までの閉庁日を除く、午前９
時00分から午後５時00分まで。受付場所は
\に同じ。

３）郵送による受付期間及び受付場所 平成
26年10月14日までの閉庁日を除く、午前９
時00分から午後５時00分まで。受付場所は
\に同じ。（郵送宛先は、四国地方整備局総
務部契約課とする。）

６ その他
\ 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

] 契約保証金 納付（保管金の取扱店：日本
銀行高松支店）。ただし、利付き国債の提供
（保管有価証券の取扱店：日本銀行高松支店）
又は金融機関若しくは保証事業会社の保証
（取扱官庁：四国地方整備局）をもって契約
保証金の納付に代えることができる。また、
公共工事履行保証証券による保証を付し、若
しくは、履行保証保険契約の締結を行った場
合は、契約保証金を免除する。

^ 契約書作成の要否 要
_ 当該業務に直接関連する他の設計業務の委
託契約を当該業務の委託契約の相手方との随
意契約により締結する予定の有無 有（高知
県警察機動隊設計その２業務（設計意図伝達
業務））

` 関連情報を入手するための照会窓口 上記
５\に同じ。

a 一般競争（指名競争）参加資格の認定を受
けていない単体企業又は設計共同体としての
資格の認定を受けていないもの（一般競争（指
名競争）参加資格の認定を受けていない単体
企業を構成員とする場合を含む。）も参加表明
書を提出することができるが、その者が技術
提案書の提出者として選定された場合であっ
ても、技術提案書を提出するためには、技術
提案書の提出時において、平成25・26年度の
当該資格の認定を受けていなければならな
い。

b 詳細は説明書による。
７ Summary

\ Classification of the services to be pro-

cured : 42

] Subject matter of the contract : Design

works for Building for Kochi Prefectural

Police riot police

^ Time-limit to express interests : 5 : 00

p.m. 20 August 2014

_ Time-limit for the submission of propos-

als : 5 : 00 p.m. 14 October 2014

` Contact point for documentation relating

to the proposal : Shikoku Regional Devel-

opment Bureau, Ministry of Land, Inf-

rastructure, Transport and Tourism 3―33

Sunport Takamatsu-City, Kagawa-Prfect-

ure, 760―8554 Japan Tel 087―851―8061

Fax 087―811―8403

競争参加者の資格に関する公示

沖縄総合事務局開発建設部が発注する那覇港
（泊ふ頭地区）岸壁（－9•0ｍ）（耐震）築造工事
は単体有資格業者等及び異工種建設工事共同企業
体による一般競争（政府調達）により行うことと
したので当該共同企業体の資格審査申請の受付の
期間及び方法等を次のとおり公示します。
平成 26年７月 29日
沖縄総合事務局開発建設部長 小平田浩司

◎調達機関番号 007 ◎所在地番号 47

１ 工事名 那覇港（泊ふ頭地区）岸壁（－9•0

ｍ）（耐震）築造工事
２ 工事場所 沖縄県那覇市若狭地先
３ 工事内容 本体工（鋼管杭工、ジャケット製
作、据付）、付属工
４ 工事区分 港湾土木工事、港湾等鋼構造物工
事
５ 資格審査申請書の受付期間及び受付場所
\ 受付期間 平成26年７月30日から平成26年
８月27日までの土曜日、日曜日及び祝日を除
く毎日９時00分から17時15分まで

] 受付場所 〒900`0006 沖縄県那覇市おも
ろまち２丁目１番１号 沖縄総合事務局開発
建設部管理課契約管理係 電話098`866`

0031（内線2541）
６ 共同企業体の構成員の数、資格要件等
\ 構成員の数 ２社とする。
] 構成員の組合せ 当局による一般競争参加
資格のうち「港湾土木工事」及び「港湾等鋼
構造物工事」に係る競争参加資格を有する者
の組合せとする。

７ 資格審査申請書類
\ 一般競争（指名競争）参加資格審査申請書
] 共同企業体等調書
^ 経審結果通知書の写し
※平成25・26年度の競争参加資格審査の申請
において用いたものに限る。

_ 共同企業体協定書の写し
共同企業体協定書については、「建設工事共
同企業体の事務取扱について」（昭和53年11月
１日付け建設省計振発第69号）の別添「建設
工事共同企業体の事務取扱について（回答）」
（昭和53年11月１日付け建設省茨計振発第
771号）の別紙に示された「特定建設工事共
同企業体協定書（乙）」によるものとし、「特定
建設工事共同企業体」を「異工種建設工事共
同企業体」に読み替えるものとする。

８ 資格審査結果の通知
資格審査の結果は、異工種建設工事共同企業
体資格認定通知書により通知する。
９ その他
\ 共同企業体の名称は、「〇〇〇・ ¾ ¾ ¾（会
社名等）異工種建設工事共同企業体」とする。

] 共同企業体の資格審査申請をする者は、併
せて支出負担行為担当官沖縄総合事務局開発
建設部長 小平田浩司が公告する入札参加資
格の確認を受けること。

^ 申請手続について不明な点があれば、次に
照会すること。
５]に同じ

^ 構成員の資格要件 全ての構成員が、本工
事に係る入札公告に定められた「競争参加資
格」に掲げる条件を満たす者とする。

_ 有効期間 異工種建設工事共同企業体の有
効期間は、次の各号に掲げる者の区分に応じ
当該各号に定める期間とする。
{ 発注工事の契約の相手方となった者
競争参加資格が有ると決定した時から工
事の請負代金の完成払をした時まで

| 発注工事の契約の相手方とならなかった
者
競争参加資格が有ると決定した時から契
約の相手方が確定した時まで
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